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今回は、労働委員会の命令をご紹介

します。Ｓ交通事件（平成 29 年 5 月

29 日命令・平成２７年道委不第１４号

事件）は、会社が、乗務員に対して、

経営悪化を理由として、オール歩合給

制への変更等を含む賃金制度の変更を

提案し、それに応じた乗務員と応じな

かった乗務員とで、命じる時間外労働

時間数や公休出勤等に差を設けたこと

が問題になった事案です。組合は、組

合員に対する不利益取り扱いであるこ

と、組合に対する支配加入であること

等を理由に不当労働行為の救済申立を

行いました。結論から申し上げると、

労働委員会は、不当労働行為は成立し

ないと判断しました。 

 

１ 具体的には、新制度に同意しなか

った組合員は、時間外残業はあらかじ

め勤務シフトに組み込まれた協定内残

業しかできず（隔日勤務シフト者は月

１９時間３０分、日勤シフト者は月２

２時間、夜勤シフト者は月２５時間）、

協定外残業を一切禁止となり、一方で、

新制度に同意した者は、約４４時間の

時間外残業が可能になるという差が生

まれました。また、公休出勤について

も、同意した者を優先的に出勤させる

取扱いをしました。 

 

２ この取り扱いについて、労働委員

会は、「旧協定適用者より新協定適用者

を優遇する内容となっているから、新

協定の調印に応じない申立人組合員ら

の組合活動に対する制約的効果を否定

することはできず、不利益性がないと

いうことはできない。」と前置きしつつ、

このような取り扱いが、「申立人組合員

であること又は申立人組合が正当な行

為をしたことの故をもって行われたか

どうかについて」検討しています。 

すなわち、同意しなかった者に何ら

かの不利益があったとしても、それが、

組合員であること又は組合が正当な行

為をしたことの「故」をもって行われ

たものであると認定できなければ、不

当労働行為には該当しないのです。 

そのうえで労働委員会は、「会社は、

申立人組合との間で、賃金改定につい

て第１次から第３次まで、他の労組及

び非組合員との時期や内容を同じくし

て協議の申入れをし、団交を行ってお

り、団交の内容についても、他の労組

と同様の説明をしており、団交の既成

事実を維持するため形式的に行われて

いるとの事実は認められないし、その

提示した内容が抽象的であったり、会

社からの具体的な説明がなかったとい

う事実も認められない。 

旧協定適用者に対し行った会社の取

扱いは、賃金等の労働条件の低下を内

容とする新協定に調印して会社の再建
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に協力してくれる新協定締結者を不利

に扱うわけにはいかないとの考えによ

るものであり、かかる取扱いをするこ

とは予告されていた。また、会社は、

申立人組合員だけでなく、同じく未調

印であった非組合員１１名に対しても

同様の取扱いをしている。（略）そうす

ると、申立人組合員が受けた不利益は、

申立人組合が会社との交渉で自主的な

選択をし、また、組合の方針ないし状

況判断に基づいて選択した結果である

というべきであって、会社のかかる行

為が申立人組合に対する団結権の否認

ないし嫌悪の意図が決定的動機として

行われたと認めることはできない。」と

して不当労働行為とは認定しませんで

した。 

また、支配介入に該当するかという

点についても、会社の対応が不利益取

り扱いとして不当労働行為に該当せず、

組合が会社との交渉で自主的な選択を

し、また、組合の方針ないし状況判断

に基づいて選択した結果であるという

べきであるから、支配介入にも当たら

ないと判断しました。 

 

３ この事案に限らず、例えば従前か

ら導入していた固定残業手当の有効性

について疑義が生じ、万が一、固定残

業手当が否定されて残業代の既払いと

は認められず、かつ割増賃金の算定基

礎に含まれるということになると、そ

れを前提に割増賃金を払うことは経営

上不可能だという場合もあり得ます。

そのような場合には、経営再建や事業

を継続するために新賃金制度を導入せ

ざるを得ない場合も想定されます。 

そのような状況においては、十分な

説明を尽くしたうえで、従業員個別の

同意を得ることなく賃金制度を変更し

てしまうという方法も理論的にはあり

得ますが、賃金に関する不利益変更に

なるため、不利益変更の有効性という

形で争われることになります。 

この事案では会社は、そのような方

法を取らず、同意しなかった者につい

ては旧制度のままとして時間外労働時

間数や休日出勤等に差を設けることで

バランスを保とうとしたものと思われ

ます。 

労働委員会は、組合員であるか否か

ではなく、組合員以外についても同じ

ように対応していたことや、再建に協

力してくれた者を不利に扱うわけには

いかないという事情があったこと、き

ちんと組合に対しても説明を行ってい

たこと等から、不当労働行為には該当

しないとの判断に至ったものと思われ

ます。 

賃金制度の変更については、組合と

の間で激しい対立になることもあり、

不当労働行為であるとの主張がなされ

やすいところではありますが、きちん

と手続きを踏んで対応することで会社

の主張が認められる場合があるという

ことで、実務上参考になるかと思いま

す。 

なお、紙面の関係でかなり事実関係

を省略しております。ご興味のある方

は、北海道労働委員会のＨＰから命令

全文を見ることができますので、そち

らをご参照ください。 
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